


(別紙 様式 ロー 1 ) 


と 








日 本 産業 規格 A 4 ) 





類似 商号 使用 者 に 対す る 








重金 融 商品 取引 業者 
締 役 社長 OOOO 


























OO 财务 ( 支 ) 

















取 引 法 第 31 条 3 の 規定 に より 、 金 融 商品 取引 業者 で な い 者 は 「 金 融 商品 取引 業者 」 と 
若しくは 名 称 又 は これ に 紛らわしい 商号 若しくは 名 称 を / 












































1 いて は な ら な いこ と と な っ て お 
ます 

今般 、 当 局 が 調査 し まし た と ころ 、 貴 社 の 商号 は 同 規定 に 抵触 し て いる と 認め られ ま 
ち に 商号 を 変更 され ます よう 警告 し ます 。 つ きま し て は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 
月 〇 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願 いま す 。 


な お 、 期 限 ま で に 回 答 が な され な い 場 台 
措置 を と る こと と し ます 。 


また 、 人 金融 商品 取引 業 は 登録 事業 で あり 、 登 録 の な い 者 が これ を 行う こと は 「 金 
に 抵触 する こと と な り ま す の で 、 念 の た め に 申し 添え ます 。 































































































































































































品 取 引 法 」 







































































(六 E 措 置 予 定 の 回 答 は 、 概 ね 、 発 送 日 か ら 2 週 


周 間 を 目途 と する (以下 の 案 文 に つい て も 同 





(別紙 様式 エー 2) 











類似 商号 使用 者 に 対す る 


〇 〇 証券 委託 株 式 会 社 
代表 取締 役 社長 〇 OOO 











と 














OO 财务 ( 支 ) 





















































: 同 規定 に 抵触 する お それ が ある と 認め られ ま 











ます 。 
E し て は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 を OOO 年 〇 月 OE 









































取引 法 第 31 条 の 3 の 規定 に より 、 金 融 商品 取引 業者 で な い 者 は 「 金 融 商品 取引 業者 」 と 


若しくは 名 称 又は これ に 紛らわしい 商号 若しくは 名 称 を 用 いて は な ら な いこ と と な っ て お 









































、 金 融 商品 取引 業 は 登録 事業 で あり 、 登 録 の な い 者 が 
に 抵触 する こと と な り ま す の で 、 念 の た め に 申し 添え ます 。 









































と は 「 人 金融 商品 


日 本 産業 規格 A 4 ) 








村 二 


后 に より ご 回 答 願い ます 』 








芭 引 法 1 





(別紙 様式 エー 3) 





〇 〇 証券 委託 株 式 会 社 


代表 取締 役 社長 





先般 、 貴 社 の 商号 は 


類似 商号 使 





OOOO 




















、 金 融 商品 取引 法 











用 者 に 対す る 


た 第 31 条 の 3 の 規定 に 





OO 财务 ( 支 ) 








と 





日 本 産業 規格 A 4 ) 

















こ 抵 触 す る お それ が ある と 認め られ る の 


で 、 直 ち に 商号 変更 を 行う よう 警告 し た と ころ で あり ます が 、 当 局 の その 後 の 調査 に より 、 貴 社 の 


商号 は 同 規定 に 抵触 し て いる と 認め られ 3 


こと も 判明 し まし た 。 











) 


金融 商品 取引 業者 で な い 者 が 、 











00 は 名 称 を / 
































$、 期 限 ま で に 回 答 が な され な い 場 合 若 し く は 当局 の 警 
措置 を と る こと と し ます の で 、 




















( 注 





1 いる こと ( 








ます の で 、 直 












































ます 。 (また 、 貴 社 の 業務 は 、 金 融 商 品 取 








や 金融 商品 























まし て は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 を OOOQ 朋 





























業者 が 




















念 の た め 申し 添え ます 。 





融 商品 取引 業 

















I 若しくは 名 称 又 は これ に 紛らわしい 
ち に 商号 変更 され る (と と も に 


、 金 融 商品 取引 法 の 規定 に より 
当該 行為 を 取り 止め る ) よう 再 









































和信 























に 応じ られ な い 場 合 は 、 し か る べき 














(別紙 様式 ロー4) 








OO 商事 株 式 会 社 
代表 取締 役 社 長 OOOO 









































日 本 産業 規格 A 4 ) 


Te 























多 引 業 を 行っ て いる 者 に 対す る 警告 























OO 财务 ( 支 ) 















































A 
の NE SC 
、 当 局 が 
i 
E し て は 、 
$、 期 限 まで ! 
措置 を と る こと と し 





人 融 商品 取引 業 ( > し て いる と 認め られ 3 
















































































合 若しくは 当局 の 





i され な い } 
E す の で 、 念 の た め 申 し 添え 

















引 業 は 内 閣 総 理大 臣 の 登録 を 受け た 者 で な けれ 














目 法 < で 町 に より ご 回 答 願い ヨ ョ 
な い 場 合 は 、 し か る べき 
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(別紙 様式 ロー5) 


と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 











無 券 録 で 金融 商品 取引 業 を 行っ て いる お それ が ある 者 に 対す る 照会 











OO 株 式 会 社 
代表 取締 役 社 長 OOOO 

















OO 财务 ( 支 ) 






































金融 商品 取引 法 第 29 条 の 規定 に より 、 金 融 商品 取引 業 は 内 閣 総 理大 臣 の 登録 を 受け た 者 で な けれ 
ば 、 行 うこ と が で き な い こと と な っ て お り ま す 。 
今般 、 当 局 が 調査 し まし た と ころ 、 貴 社 の 行為 は 金融 商品 取引 業 に 該当 し て いる お それ が ある と 
認め られ ます 。 
つき まし て は 、 貴 社 に お ける 業務 の 状況 と そ 〇 O 〇 〇 年 〇 月 〇 日 まで に 
な お 、 期 限 ま で に 回 答 が な され な い 場 合 、 捜 査 当局 へ の 情報 提供 
り ま す の で 、 念 の た め 申 し 添え ま 













































































































































































(別紙 様式 エー 6 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 



































録 業 者 等 及び 類似 商号 使用 者 管理 


































































































手 方 の 対応 等 






































(別紙 様式 ロー 7 ) 

















日 本 産業 規格 A 4 ) 


と 
































引 業 者 又は 金融 商品 取引 持株 会 視 

































































氏名 ・ 名 称 








(法人 の 場合 | 住所 ・ 
は 代表 者 氏名 | 所 在 地 








も 併記 ) 











保有 する 
議決 権 の 数 











提出 者 が 
保有 する 
議決 権 の 数 


議 決 権 
保有 割合 



















































































(記載 上 の 注意 ) 
本 表 で いう 「 人 金融 商品 取引 業者 」 に つい て は 、 


者 に 限り 、 外 国法 人 を 除く も の と する 。 
本 表 に は 、 作 成 基 準 日 現在 で 届出 書 を 提 


と に 
本 表 に は 議決 + 
の 財務 局 か ら 回 付 さ れ た 届 昌 
「 保 有する 議決 権 の 数 」 の 欄 に は 提 昌 
出 書 の (A) の 数 を 記入 する こと 。) 





























































































































民有 者 か ら 各 財務 局 に 対し て 提出 され た 
H 書 に つい て は 記入 を 要 し な い 。) 
H 者 及び 特別 の 関係 に ある 者 が 保有 する 議決 


ED 
































引 業 又は 投資 運用 








HH し て いる 者 すべ て に つい て 記入 する こと 。 











届出 書 の 内 容 を 記入 する こと 。 (他 






































の 数 ( 届 


(別紙 様式 エー8) 





と 








日 本 産業 規格 A 4 ) 


















































確 



















































































関係 者 名 



























































(記載 要領 ) 
1 「 事 故 の 概要 」 欄 及び 「 利 益 提供 額 」 欄 に つ 
載 す る 。 
「 処 理 の 内 容 」 欄 に つい て は 、 「 確 認 」 
泡 す る 。 


「 確 認 」 の 場合 は 「 金 融 商品 


Ey 





























\ て は 、 確 


















































E 否 


























(1 
(2 














) 
) 


取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 」 第 118 条 の 
「 確 認 拒否 」 の 場合 は その 理由 を 記載 する 。 

3  「 金 融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 」 第 119 条 第 3 項 の 
要 し な い 。 



















































































規 テ 














(別紙 村 


式 开 一 9) 














多 引 业 者 等 蕊 并 才思 车 全 








(日 本 産業 規格 A 4 ) 























受付 票 









































































































































(別紙 様式 エー10) (日 本 産業 規格 A 4 ) 

















































































































(別紙 様式 同一 11) (日 本 産業 規格 A 4 ) 
































































































































(別紙 様式 エー12) 












































と 

















OO 財務 ( 支 ) 局 








検査 結果 の 通知 事項 に 対す る 改善 状況 等 の 報告 に つい て 


























〇 OO 年 〇 月 〇 日 付 OO 〇 〇 第 O 〇 〇 号 を も っ て 貴社 に 通知 し た 検査 結果 に 係る 問題 点 に 関し 、 金 
融 商品 取 引 法 (昭和 23 年 法律 第 25 号 ) 第 56 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 報 告 書 の 提出 を 命ずる 。 
報告 書 8 識 、 発 生 原 因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 を 明記 し 、OOO# 



























































〇 月 〇 日 ( 〇 ) まで に 報告 され た い 。 








な お 、 こ の 処分 に つい て 不服 が ある と き に は 、 こ の 処分 が あっ た こと を 知っ た 日 の 翌日 か ら 起算 















































し て 3 ヶ月 以内 に 金融 庁 長官 に 対 し て 行政 不服 審査 法 (平成 26 年 法律 第 68 号 ) に 基づく 審査 i 














する こと が で きる 。 























か ら 6 ヶ 月 以内 に 国 を 被告 と し て 行政 事件 訴訟 法 (昭和 374 
訴え を 提起 する こと が で きる 。 






































また 、 こ の 処分 に つい て 放 訟 に より 取消 し を 求め る と き に は 、 こ の 処分 が あっ た こと を 知っ た 





FE 法 律 第 139 号 ) に 基づく 処分 の 』 





消 














日 本 産業 規格 A 4 ) 


























し の 








(別紙 様式 一 13) 


と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 


























規定 に より 金融 商品 取引 業 を 行う こと が で きる 者 で は な い に も か か 














、 金 融 商品 取引 業 を 行う 旨 の 表示 等 を 行う 者 に 対す る 警告 書 ( 案 ) 









































OO 財務 ( 支 ) 局 

















金融 商品 取引 業者 等 、 金 融 商 品 仲介 業者 その 他 の 法令 の 規定 に より 金融 商品 取引 業 を 1 














が で きる 者 以外 の 者 が 、 金 融 商品 取引 業 を 行う 旨 の 表示 を する こと や 、 金 融 商品 





























と を 目的 と し て 金融 商品 取引 契約 の 締結 に つい て 勧誘 する こと は 、 金 融 商 品 取引 法 第 31 条 の 





2 の 規 止 さ れ て お り ま す 。 
































今般 、 調査 し まし た と ころ 、 
直ちに 当該 行為 を 取り 止め る よう 警告 


























定 に 違反 し て いる と 認め られ 3 


























つき ま は 、 貴 社 に お ける 是正 措置 予定 




















EO 月 〇 日 まで に 書 下 回 答 願い ま 


















































$、 期 限 ま で に 回 答 が な され な い 場 合 若 し く は 当局 の 警告 に 応じ られ な い 場 合 は 、 し か る ベベ 














き 措 置 を と る こと と し ます の で 、 念 の た め 




















し 添え ます 。 








(別紙 様式 由 一 1 ) 





と 








日 本 産業 規格 A 4 ) 


























江油 村 











金融 機関 名 
代 表 者 
担当 者 情報 





















































ま が 発 生 し た の で 、 年 月 日 


























障害 発生 等 報告 書 


( 連絡 日 時 : 












































































































































障害 の 発 4 























サー ビス 





障害 分 類 


ツバ 


原因 












































原因 内 容 等 














シス テム 名 称 





対象 シス テム 
シス テム の 概要 






















































































复 | 



























































他 の 事業 者 等 へ の 量 

















復旧 まで の 対応 











対処 状況 対外 説明 








その 他 の 連絡 




















事後 改善 











记载 








1. 第 1 報 に つい て は 、 障 害 等 の 全容 が 判明 する 前 の 断片 的 な も の で あっ て も 差し 支え な いも 

4 

第 2 報 以降 に つい て は 、 第 1 報 後 の 状況 の 変化 の 都度 適時 に その 状況 を 記載 する こと 
i 









































2. サー ビス へ の 影響 や 原因 等 が 多岐 に 耳 る 場合 、 ま た は 補足 説明 資料 等 が ある 場合 に つい て 
は 、 本 様式 に その 旨 記 載 し た 上 で 、 別 紙 に 記載 し 添付 する こと も 可能 と する (様式 任意 












































3. 「 障 害 の 
テム の 設置 


発生 日 時 ・ 場 所 」 欄 に お ける 「 発 生 場所 」 に つい て は 、 障 害 が 発生 し て いる シス 
場所 等 (市 町 村 名 まで ) 及び 店 舗 等 の 名 称 を 記載 する こと 






























































4. 「 障 害 原 因 」 欄 に お ける 「 障 害 分 類 」 に つい て は 、 報 告 時 点 に お いて 障害 分 類 表 で 示 し た 
原因 の 中 で 分 類 可能 な も の を 記載 する こと 

な お 、 障 害 の 原因 が 多岐 に 写る 場合 は 、 該 当 し 得る OO こと を 可 と する 
また 、「 災 害 」 を 起因 と する シス テム 障害 に つい て は 、 通 信 障 害 に よる 遠隔 地 で の 通信 ス 
ルー プッ 1 (の PP PD DP と (被災 
地 で 発生 し て いる シス テム 障害 は 本 様式 に 記載 する 必要 は な い ) 





























































































































5. 「 対 象 シ ステ ム 」 欄 に お ける 「 シ ステ ュ 名 称 」 に つい て は 、 障 害 が 発生 し て いる シス テム 
の 名 称 、 ま た は 当該 シス テム が 担っ て いる 業務 名 (勘定 系 、 対 外 接 続 系 等 ) を 記載 する こと 





























状況 等 」 欄 に お ける 「 被 害 状況 」 に つい て は 、 被 害 (顧客 へ の 影響 等 ) が 確認 さ 
て いる 場合 に は 、 必 要 に 応じ その 状況 を 記載 する こと 


























7. 「 他 の 事業 者 等 へ の 影響 等 」 欄 に つい て は 、 他 の 事業 者 等 に 対し て 攻撃 ・ 障 
る 可能 性 、 現 況 等 が 確認 され て いる 場合 に は 、 そ の 内 容 を 記載 する こと 































































































8. | 対処 状況 」 欄 に お ける 「 復 旧 ま で の 対応 」 に つい て は 、 応 急 措 置 や 抜本 的 対応 (代替 措 
置 等 の 状況 ・ 方 針 ) 、 抜 本 的 対応 の 準備 に 要する 時 間 等 を 記載 する こと 













































































9. 「 対 処 状況 」 欄 に お ける 「 そ の 他 の 連絡 先 等 」 に つい て は 、 警 察 、 セ キュ リティ 関係 機関 、 
他 省 庁 等 に 対し て 、 既 に 本 障害 等 を 報告 し て いる 場合 に 、 そ の 内 容 を 記載 する こと 





























( 障 














本 様式 の 「 障 害 原 因 」 欄 に お ける | 障 害 分 ; ー ド 番号 を 記載 する こと 
報告 時 点 に お いて 障害 原因 が 不明 で ある 場合 で あっ て も 差し 支え な い 























サイ バー 攻 外部 か ら の 不正 アク | 外部 か ら の サイ バー 攻撃 に よる 障害 
撃 を は じ め セス 、DoS 攻撃 


と する 意 コン ピュ ー タ ウイ ル | コン ピュ ー タ ウイ ルス へ の 感染 に よる 障害 
的 要因 ス へ の 感 梁 


| 1 一 3 | その 他 の 意図 図 的 要因 | その 他 の 意図 的 要因 に よる 障害 


2 一 1 | ソフ トウ ェ ア 障 害 ソフ トウ ェ ア の 不具 合 等 に よる 障害 


2 一 2 ハー ドウ ェ ア 等 物理 的 な 不具 合 等 に よる 障害 


2 一 3 | 管理 面 ・ 人 的 要因 | 設定 ミス 、 操 作 ミス 、 外 部 委託 管理 
よる 障害 
層 害 


ー4 | その 他 の 非 意 図 的 要 | その 他 の 非 意図 的 要因 に 





















































































































































災害 災害 や 疾病 に よる 障害 
{ 1 する 電気 通信 サー ビス か ら の 波及 に よる 障害 



















































































] か ら の 波及 に よる 障害 
分 野 か ら の 波及 | 利用 する 水道 供給 か ら の 波及 に よる 障害 
の 波及 その 他 の 波及 に よる 障害 

選 の 和 益 威 の 類型 以外 の 理由 に よる 障害 









































































































































(別紙 様式 一 2 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 





金融 商品 取引 業者 登録 番号 台 四 























OO 財務 
者 名 

























































































注 ) 登録 を 抹消 は 、 一 一 線 を 引く も の と する 。 




















(別紙 様式 邊 一 3 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 



































OO 财务 ( 支 ) 局 





金融 商品 取引 業 の 券 録 に つい て 



































年 月 付 で 申請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 下 記 の と お り 登 録 し まし た の で 、 
金融 商品 取引 法 第 57 条 第 3 項 の 規定 に 基づき 通知 し ます 。 
































年 月 
OO 財務 ( 支 ) 





























(別紙 様式 邊 一 4) 





と 





日 本 産業 規格 A 4 ) 





























OO 財務 ( 支 ) 局 








金融 商品 取引 業 の 登録 の 拒否 に つい て 



























































年 月 付 で 申請 の あっ た 金融 商品 取引 業 の 登録 の 申請 に つい て は 、 下 記 の 理由 に よ 

































































り 拒 否 し た の で 、 金 融 商品 取引 法 第 57 条 第 3 項 に 基づき 通知 し ます 。 

な お 、 こ の 処分 に つい て 不服 が ある と き は 、 こ の 処分 の あっ た こと を 知っ た 日 の 翌日 か ら 起 算 
し て 3 ヶ月 以内 に 金融 庁 長 官 に 対 し て 行政 不服 審査 法 (平成 26 年 法 律 第 68 号 ) に 基づく 審査 請求 
を する こと が で きま す 。 
また 、 こ の 処分 に つい て 訴訟 に より 取消 し を 求め る と き に は の 処分 が あっ た こと を 知っ た 
Oe ee 和 139 号 ) に 基づく 処分 の 取消 
し の 訴え を 提起 する こと が で きま す 。 















































































































































(別紙 村 


式 亚 一 5) 





取引 業者 命 録 筐 縦 








日 本 産業 規格 A 4 ) 











縦覧 者 氏名 


























金融 商品 






















































































(別紙 様式 ソー 1 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 




















(現金 か ら 有 


















































! 請 者 主たる 営業 所 の 住所 
商号 又は 名 称 
氏 名 
(法人 に あっ て は 代表 者 氏名 ) 





























E 本 下 付 証明 申請 


























書 正 本 
託 の 表示 
託 所 

託 年 月 日 
供託 年 度 番号 
供 



































根 拠 法 3 金融 商品 取引 法 第 31 条 の 2 第 1 項 
供託 者 人 主たる 営業 所 の 住所 

商号 又は 名 称 
OO 财务 ( 支 ) 局長 ( 金 商 ) 第 号 







































































上 記 供 託 書 正本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供 
託 物 を 所 定 の 金額 に 相当 する 有価 証券 に 差し 替え る た め の 供託 ( 法務 局 年 度 金 第 号 ) 






















































































を し た た め 、 そ の 供託 金 を 取り 戻す た め に 下 付 さ れ た こと を 御 証 明 下 さい 。 




















年 ] 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
金融 庁 ] 
OO 财 





























と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 

















証券 か ら 有 価 証券 へ ) 


















































! 請 者 主たる 営業 所 の 住所 
商号 又は 名 称 
氏 名 
(法人 に あっ て は 、 代 表 者 氏名 ) 






































E 本 下 付 証明 申請 


























書 正 本 
託 の 表示 
託 所 
託 年 月 
供託 年 度 番 E 度 金 第 号 
i 証券 枚数 枚 、 総 額面 円 

金融 商品 取引 法 第 31 条 の 2 第 1 項 

主たる 営業 所 の 住所 

商号 双 は 名 称 
OO 财务 ( 支 ) 局長 ( 金 商 ) 第 号 





























































































































上 記 供 託 書 正本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供 
託 物 を 所 定 の 金額 に 相当 する 有価 証券 に 差し 替え る た め の 供託 ( 法務 局 年 度 金 第 号 ) 






















































































を し た た め 、 そ の 供託 物 を 取り 戻す た め に 下 付 さ れ た こと を 御 証 明 下 さい 。 























年 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
金融 庁 ] 
OO 财 





























と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 

















j 証 券 か ら 現金 へ ) 


















































! 請 者 主たる 営業 所 の 住所 
商号 又は 名 称 
氏 名 
(法人 に あっ て は 、 代 表 者 氏名 ) 






































E 本 下 付 証明 申請 


























書 正 本 
託 の 表示 
託 所 
託 年 月 
供託 年 度 番 E 度 金 第 号 
i 証券 枚数 枚 、 総 額面 円 

金融 商品 取引 法 第 31 条 の 2 第 1 項 

主たる 営業 所 の 住所 

商号 又 注 名 称 
OO 财务 ( 支 ) 局 长 ( 金 商 ) 第 号 
































































































































上 記 供 託 書 正 本 は 、 供 託 者 が 貴 局 に 対し て 提出 し て いた 供託 書 正本 に 係る 供 
託 物 を 所 定 の 額 に 相当 する 金銭 に 差し 奉 え る た め の 供託 ( 法務 局 年 度 金 




































































た め 、 そ の 供託 物 を 取り 戻す た め に 下 付 さ れ た こと を 御 証明 下さ い 。 




















年 ] 
上 記 の と お り 証 明 す る 。 
金融 庁 ] 
OO 财 


























(別紙 様式 ソー 2 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 

















又 は 名 称 ) 
名 
(法人 に あっ て は 代表 者 氏名 ) 』 









































営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 変更 承認 に つい て 





























年 月 請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 金融 商品 取引 法 
に 基づき 承認 























(別紙 様式 Vー 3) (日 本 産業 規格 A 4 ) 




















又 は 名 称 ) 
名 
(法人 に あっ て は 代表 者 氏名 ) 』 





























営業 保証 金 に 代わ る 契約 の 解除 承認 に つい て 



































年 月 請 の あっ た 標記 の こと に つい て は 、 金融 商品 取引 法 
に 基づき 承認 




















(別紙 様式 ソー4) ( 





[記載 上 の 注意 ] 








日 本 産業 規格 A 4 ) 





金融 商品 取引 業者 営業 保証 金 


























金融 商品 取引 業者 営業 保証 金 規則 Q 
開府 ・ 法 務 省 令 第 3 号 ) 第 14 条 第 2 項 の 規定 に よ 
り 次 の よう に 公示 する 。 

1 供託 者 の 商号 又は 名 称 ⑨ 

2. 住所 @ 

3 .代表 者 〇 氏 名 @ 
4. 取 戻し を し よう と する 営業 保証 金 の 額 



































うぅ 7 


. 上 記 の 者 (登録 番号 OO 〇 財務 ( 支 ) 局長 第 〇 





〇 号 ) の 営業 保証 金 に つき 金融 商品 取引 法 第 31 
条 の 2 第 6 項 の 権利 を 有する 者 は 、 令 和 〇 年 〇 月 
〇 日 まで に 人 金融 商品 取引 業者 営業 保証 金 規則 別 
紙 様式 第 5 号 に よる 申出 書 に 権利 を 有する こと 
を 証する 書面 を 添え を て 〇 〇 財務 ( 支 ) 局 OO 部 
〇 O 〇 課 に 提出 され た い 。 

6. 前 号 の 期間 内 に 申出 書 の 提出 が な いと き は 、 
配当 手続 か ら 除 床 さ れる 。 

E 〇 月 〇 日 

融 订 长官 OO OO 

OO 财务 ( 文 ) 局長 OO OO 























































































































































































































① 1 て 3 の 事項 に つい て 、 届 出 等 の 提出 が 未済 に より 、 縦 覧 事項 と 現時 点 で の 事実 が 相違 する 
も の に つい て は 、 縦 覧 され て いる 事項 以降 の 事実 に つい て 全て 記載 する 。 


② 住所 に つ v 
@ 文字 は 14 メ 























ヽ て は 、 登 録 簿 第 8 面 上 に 記載 され て いる 本 店 等 の 所 在 地 を 記載 する 。 
ドイ ント 、 数 字 は 原則 半角 文字 と する 。 























区 ⑨ は 一 字 あ け 、_ 部 の 不要 文字 は 削る 。 








⑤ 一 行 の 文字 数 は 22 文 字 と する 。 


(別紙 様式 Vー5) (日 本 産業 規格 A 4 ) 





















































E 託 者 名 
E 託 所 名 ・ 供 託 番 号 

















上 記 保 管 し ます 。 
年 月 
































(別紙 様式 VI 一 1 ) ( 








日 本 産業 規格 A 4 ) 




































































飛 
路 人 





\N 
2 





















































fY 





















































志 











に 
ノ 










































































住所 又は 
所 在 地 























SS 


I 
oS 六 业 公 泪 


张 YS 













































































(別紙 様式 VI 一 2 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 
































財務 ( 支 ) 


資 法人 の 商号 

































































(記載 上 の 留意 事項 ) 









































登録 を 抹消 し た 場合 に は 、 線 を 引く も の と する 。 

















(別紙 様式 VI 一 3 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 
































OO 财务 ( 支 ) 





投資 法人 の 登録 に つい て 














表記 の こと に つい て 、 別 紙 の と お り 登 録 ( 〇 年 〇 月 分 ) し た の で 、 報 告 し 3 











(別紙 ) 





(OO 财务 ( 支 ) 局 ) 









































































































































(別紙 様式 リー 4 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 















































OO 财务 ( 支 ) 局長 








縦覧 の 目的 
登録 番号 








































































































(別紙 様式 VI 一 5 ) 


ンー 


日 本 産業 規格 A 4 ) 
































OO 财务 ( 支 ) 














投資 法人 の 変更 事項 の 登録 に つい て 



























































庁 記 の こと に つい て 、 別 紙 の と お り 変 更 事 55 分 ) し た の で 、 報 告 し 』 











(別紙 ) 





(DO 财务 
































内 











































































































(記載 上 の 留意 事項 ) 
[该当 条 了 、 投 資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 第 188 条 第 1 项 各 号 又 注 投资 信 放 及 伏 投 资 济 
人 に 関す る 法律 施行 規則 第 214 条 各 号 の 該当 条項 を 記載 する こと 。 




























































































(別紙 様式 VI 一 6 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 






































投資 法人 の 概要 
当初 登録 年 月 日 ) 
































状況 ) 














状況 ) 

















投資 信託 委託 業者 の 状況 ) 

















前 の 検査 結 



























































(別紙 様式 VI 一 7 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 
































OO 财务 ( 支 ) 








投資 法人 の 登録 の 移管 に つい て 








阿 記 の こと に つい て 、 別 紙 の と お り 登 録 の 移管 ( 〇 年 〇 月 分 ) を し た の で 、 報 告 し ます 。 





(別紙 ) 


(OO 财务 ( 支 ) 局 ) 




















































































































(別紙 様式 1ー 8 ) (日 本 産業 規格 A 4 ) 
































OO 财务 ( 支 ) 





投資 法人 の 解散 に つい て 














庁 記 の こと に つい て 、 別 紙 の と お り 解 散 届出 書 ( 〇 年 〇 月 分 ) が 提出 され た の で 、 報 告 























(別紙 ) 





(OO 财务 ( 支 ) 局 ) 





従前 の 
登录 番号 




















































































































(記載 上 の 留意 事 


「 該 当 条項 」 


人 に ・ 













































































(別紙 様式 1ー 9) (日 本 産業 規格 A 4 ) 









































OO 财务 ( 支 ) 


































































































午 2 
1 請 の あっ た 標記 事項 可 ro 





(別紙 様式 VI 一 10) 





と 





日 本 産業 規格 A 4 ) 





























OO 財務 ( 支 ) 局 






































| 拒否 通知 書 


許 

































































年 月 付 で 申請 の あっ た 標記 可 Fees 下記 政 
の で 通知 する 。 

な お 、 こ の 処分 に つい て 不服 が ある と き に は 、 こ の 処分 が あっ た こと を 知っ た 
し て 3 ヶ月 以内 に 金融 庁 長官 に 対 し て 行政 不服 審査 法 (平成 26 年 法律 第 68 号 ) に 
する こと が で きる 。 




































































また 、 こ の 処分 に つい て 旗 訟 に より 取消 し を 求め る と き に は 、 こ の 処分 が あっ た こと を 知っ た 日 
か ら 6 ヶ 月 以内 に 国 を 被告 と し て 行政 事件 訴訟 法 (昭和 37 年 法律 第 139 号 ) に 基づく 処分 の 取消 し の 
訴え を 提起 する こと が で きる 。 




























































































(別紙 様式 リー11) (投資 信託 ) (登録 免許 税 ) 


と 





日 本 産業 規格 A 4 ) 









































会 社名 ) 
( 氏 名 ) 





























1 请 者 办 年 月 日 を も っ て 売買 契約 を 締結 し た 別紙 記載 の 不動 産 に 関 
する 所 有 権 の 移転 の 登記 に つき 、 租 税 特別 措置 法 第 83 条 の 2 の 3 第 2 項 の 規定 の 適用 を 受け た 
A A 0 
(だ 表 : 
添付 書類 : 投資 信託 約款 ( 写 ) 

: 不動 産 売買 契約 書 ( 写 ) 等 (当該 不動 産 の 所 有 権 の 取得 日 を 確認 で きる も の ) 

: 不動 産 の 登記 事項 証明 書 (写し を 添付 する 場合 は 、 原 本 を 提示 する こと 。 た だ し 、 

記 情 報 提供 サー ビス を 利用 し て 得 ら れ た 「 照 会 番号 」 を 添付 し た 場合 に は 、 登 記 
書 の 添付 を 省略 する こと が で きる 。) 
記載 の 不動 産 の 建物 の 種類 欄 に 倉庫 と 記載 が あり 、 0 当該 建物 の 所 有 権 の 
所 得 税法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 (平成 27 年 法律 第 9 号 ) 附則 第 1 条 本 文 に 
(平成 27 年 4 月 1 日 ) 前 で ある 場合 は 、 倉 庫 以外 の 床 面積 を 証する 書面 ( 医 
臣 に より 証明 0 に 限る 。) 
、 借 入 先 の 残高 を 証する 書面 































































































































































































































































































































































































書 (站 近 期) 
法 第 83 条 の 2 の 3 第 2 項 第 2 号 ロ に 該当 する 場合 は 、 直 近 期 の 運用 報告 
又は 直近 の 証明 書 ) 及び その 他 の 資産 の 価格 の 状況 (別紙 様式 V\ 一 12 に より 作成 
え 添 付す る こと 。) 































































































证 明 





















































請 者 の 別紙 記載 の 不動 産 の 取得 は 、 租 税 特別 措置 法 (以下 「 法 」 と いう 。) 第 83 条 の 2 の 3 
第 2 項 第 1 且 イ 及び ハ に 掲げ る 要件 を 満た す 投資 信託 を 引き 受け た こと に よる も の で ある 。 

な お 、 当 該 投資 信託 は 、 同 項 第 1 号 ロ に 規定 する 投資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法 有 
1 項 に 規定 する 委託 者 指図 型 投資 信託 で や る 。 (当該 投資 信託 が 委託 者 非 指図 型 投資 信託 で ある 
場合 に あっ て は 、「 な お 、 当 該 投資 信託 は 、 投 資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 第 2 条 第 2 項 に 
規定 する 委託 者 非 指図 型 投資 信託 で も や る 。」 と 記載 する も の と する 。) 








































































































































































































該 不動 産 の 取得 は 、 法 第 83 条 の 2 の 3 第 2 項 に 規定 する 投資 信託 約款 に 従っ た も の で あり 、 
2 号 に 規定 する 特定 不動 産 の 割合 は 、 以 下 の と お り で ある 。 

] 号 イ に 該当 する 割合 100 分 の 

] 号 ロ に 該当 する 割合 100 分 の 

当該 不動 産 取得 前 の 割合 100 分 の 
















































































3. 申請 者 の 上 記 2. に か か る 特定 不動 産 の 取得 日 は 令 和 年 月 日 で あり 、 
法 第 83 条 の 2 の 3 第 2 項 の 規定 の 適用 を 受け る こと が で きる 期限 は 令 和 年 

























































































4. 別紙 記載 の 建物 に お ける 倉庫 以外 の 部 分 が 占め る 床 面 積 の 割合 は 、 分 の で ある 。 (別紙 記 
載 の 不動 産 の 建物 の 種類 欄 に 倉庫 と 記載 が あり 、 か つ 、 当 該 建 物 の 所 有 権 の 取得 日 が 所 得 税法 き 











の 一 部 を 改正 する 法律 (平成 27 年 法律 第 9 号 ) 附則 第 1 条 本 文 に 規定 する 日 (平成 27 年 4 月 1 














































































































前 で ある 場合 に 限り 記載 する も の と する 。) 





以上 の と お り 放 


E 明 する 。 












































(別紙) 




















































































































注 ) 表示 内 容 に つい て は 、 い ずれ も 登記 記録 に 記録 され て いる 事項 に 合わ せ て 記載 する 。 




















(別紙 様式 VI 一 12) 



































特定 資産 等 の 状況 ( 〇 


(日 本 産業 規格 A 4 ) 



























































申請 者 所 在 地 又 は 住 
商 号 













































































E 不動産 

















特 
その 他 の 特定 資産 








SS 




















注 ) ① 











「 そ の 他 の 特定 資産 」 と は 、 特 定 ! 



































月 























き 定 資産 の 状況 




















| 証券 の 状況 

















時 の 「 そ の 他 の 4 
請 日 の 属す る 月 の 前 月 末 現 在 ( 


② 申請 時 の 「 特 定 不動 産 」 は 、 申 











ts 














持 定 資 産 」 の うち 、 有 価 証券 等 


うち 特定 不動 産 以 外 の 特定 資産 を いう 。 
* の 取得 価額 を 加算 し て 記載 する 。 
券 等 の 時 価 評価 が 可能 な も の に つい て は 










































































まる こさ Es 




















(単位 : 千 株 、 百 万 F 
額 
































債 








(うち 新株 予約 権 付 社債 券 ) 








の 


他 














計 











(2) 先物 取引 等 の 状況 





































































































(3) その 他 の 特定 資産 の 状況 

























































































注 ) 本 表 は 、 上 記 1)、(2② 以 外 の その 他 の 特定 資産 の 状況 に つい て 、 記 載 す る 。 
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(別紙 様式 リー13) (投資 信託 ) (不動 産 取 得 税 ) 


と 





日 本 産業 規格 A 4 ) 












































二 名 ) 




















1 请 者 办 上 年 月 日 を も っ て 売買 契約 を 締結 し た 別紙 記載 の 不動 産 に 
る 不動 産 取 得 税 に つい て は 、 地 方 税法 附則 第 11 条 第 4 項 の 規定 の 適用 を 受け た い の で 、} 
令 附 則 第 7 条 第 5 項 に 事項 を 証する 書類 の 交付 を 申請 し ます 。 

添付 書類 : 投資 信託 約 き 
: 不動 産 売買 契約 書 ( 写 ) 等 (当該 不動 産 の 所 有 権 の 取得 日 を 確認 で きる も の ) 
: 不動 産 の 登記 事項 証明 書 (写し を 添付 する 場合 は 、 原 本 を 提示 する こと 。 た だ し 、 
記 情 報 提供 サー ビス を 利用 し て 得 ら れ た 「 照 会 番号 」 を 添付 し た 場合 に は 、 登 記 
証明 書 の 添付 を 省略 する こと が で きる 。) 
: 資金 の 借入 れ が ある 場合 は 、 借 入 先 の 残高 を 証する 書 
: 運用 報告 書 (直近 期 ) 
: 地方 税法 施行 令 附 則 第 7 条 第 5 項 第 4 号 ロ に 該当 する 場合 は 、 直 近 期 の 運用 報告 書 
(又は 直近 の 証明 書 ) 及び その 他 の 資産 の 価格 の 状況 (別紙 様式 VI 一 12 に より 作成 の 
うえ 添付 する こと 。) 

















































































































































































































































































































































































































請 者 の 別紙 記載 の 不動 産 の 取得 は 、 地 方 税法 施行 令 附 則 (以下 「 令 附則 」 と いう 。) 第 7 条 
项 第 1 与 及び 第 3 号 に 掲げ る 要件 を 満た す 投 資 信託 を 引き 受け た こと に よる も の で ある 。 

な お 、 当 該 投資 信託 は 、 同 項 第 2 号 に 規定 する 投資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 第 2 条 第 1 
規定 する 委託 者 指図 型 投資 信託 で ある 。 (当該 投資 信託 が 委託 者 非 指図 型 投資 信託 で ある 場 
に あっ て は 、 「 な お 、 当 該 投資 信託 は 、 投 資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 第 2 条 第 2 項 に 規 
定 す る 委託 者 非 指図 型 投資 信託 で も る 。」 と 記載 する も の と する 。) 










































































































































































2. 当該 不動 産 の 取得 に つい て 、 令 附則 第 7 条 第 5 項 第 4 与 に 規定 する 特定 不 生 割合 は 、 以 下 
の と お り で あり 、 同 号 の 要件 を 満た す も の で ある 。 

(1) 同 号 イ に 該当 する 割合 100 分 の 

(2) 同 号 ロ に 該当 する 割合 100 分 の 

当該 不動 産 取得 前 の 割合 100 分 の 






































可 
可 





























以上 の と お り 証 明 す る 。 
年 月 日 




















(別紙) 
































































































































注 ) 表示 内 容 に つい て は 、 い ずれ も 登記 記録 に 記録 され て いる 事項 に 合わ せ て 記載 























(別紙 様式 VI 一 14) 





OO 财务 ( 支 ) 局長 























が 
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(1) 
(2) 





: 不動 産 売 買 契 約 書 


: 租税 特別 措置 ? 
書 (又は 直近 の 証明 書 ) 
の うえ 添付 する こ 





(投資 法人 ) 





年 


と 








臣 の 登記 に つき 、 租 税 特別 


(登録 免許 税 ) 

















月 日 














: 投資 法人 規約 ( 写 
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( 写 ) 等 (当該 不動 産 の 所 有 権 の 











で だ 

















動 
情 












































(平成 2 
臣 ( に 













































































En m= 
FX 円 吾 














(直近 期 ) 







































































則 げ る 要 信 





























本 
本 











と 。) 


証 











. 申請 者 の 別紙 記載 の 不動 
た も の で あり 、 同 項 第 2 号 に 規定 する 特 


4 する 割合 
4 する 割合 
得 前 の 
































産 の 上 














100 分 の 


ーー 





商 


所 


Li 
了 














執行 役員 





(投資 法人 名 ) 
( 氏 名 ) 


日 本 産業 規格 A 4 ) 


と 
































を も っ て 売買 契約 を 締結 し た 別紙 記載 の 不動 産 に 関 





の 登記 事項 証明 書 (写し を 添付 する 場合 は 、 
報 提供 サー ビス を 利用 し て 得 ら れ た 「 照 会 番号 」 
証明 書 の 添付 を 省略 する こと が で きる 。) 

記載 の 不動 産 の 建物 の 和 
が 所 得 税法 等 の 





部 を 改正 する 法科 
7 年 4 月 1 日 ) 前 で ある 場合 は 、 
より 証明 され た も の に 限る 。) 

先 の 残高 を 証する 書 


請 者 は 、 租 税 特別 措置 法 (以下 「 法 」 と いう 。) 
E を 満た す 投資 法人 で ある 。 





100 分 の 


割合 





100 分 の 





措置 法 第 83 条 の 2 の 3 第 3 項 の 規 





= | 
双 侍 


> 








の 適用 を 受け た 
の 交付 を 申請 











世 米 


A 




















日 を 確認 で きる も の ) 





















































原 





ほ 類 欄 に 倉庫 と 記載 が あり 
EE (平成 27 年 法律 第 9 号 ) 附則 第 1 条 本 文 に # 
倉庫 以外 の 床 

















本 を 提示 する こと 。 た だ し 、 登 
を 添付 し た 場合 に は 、 登 記事 項 





三 

















"个 











、 か つ 、 当 該 建 物 の 所 有 権 の 』 




















书面 


町 積 を 証する 



































ま 第 83 条 の 2 の 3 第 3 項 第 2 号 ロ に 該当 する 場合 は 、 
及び その 他 の 資産 の 価格 の 状況 (別紙 様式 VI 一 12 に 











明 








直近 期 の 貼 















































第 83 条 の 2 の 3 第 3 項 第 1 号 イ 、 ロ 及び ニ 














色 得 は 、 法 第 83 条 の 2 の 3 第 3 項 に 規定 する 投資 法人 規約 に 従っ 
不動 産 の 割合 は 、 以 下 の と お り で ある 。 

















3. 申請 者 の 上 記 2. に か か る 特定 不動 産 の 取得 日 は 令 和 年 月 日 で あり 、 こ の 証明 書 
法 第 83 条 の 2 の 3 第 3 項 の 規定 の 適用 を 受け る こと が で きる 期限 は 令 和 人 で ある 。 



































































































































4 . 別紙 記載 の 建物 に お ける 倉庫 以外 の 部 分 が 占め る 床 面積 の 割合 は 、 分 の で ある 。 (別紙 
載 の 不動 産 の 建物 の 種類 欄 に 倉庫 と 記載 が あり 、 か つ 、 当 該 建 物 の 所 有 権 の 取得 日 が 所 得 税法 等 
の 一 部 を 改正 する 法律 (平成 27 年 法律 第 9 号 ) 附則 第 1 条 本 文 に 規定 する 日 (平成 27 年 4 月 1 
前 で ある 場合 に 限り 記載 する も の と する 。) 



























































以上 の と お り 証 明 す る 。 





年 月 














OO 财务 ( 支 ) 


(別紙) 
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注 ) 表示 内 容 に つい て は 、 い ずれ も 登記 記録 に 記録 され て いる 事項 に 合わ せ て 記載 












































と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 





(別紙 様式 リー15) (投資 法人 ) (不動 産 取得 税 ) 




















OO 財務 ( 支 ) 局 














所 
两 号 (投資 法人 名 ) 
執行 役員 ( 氏 名 ) 















































請 者 が 和 年 月 日 を も っ て 売買 契約 を 締結 し た 別紙 記載 の 不動 産 に 
る 不動 産 取得 税 に つい て は 、 地 方 税法 附則 第 11 条 第 5 項 の 規定 の 適用 を 受け た い の で 、 } 
令 附 則 第 7 条 第 7 項 に 規定 する 事項 を 証する 書類 の 交付 を 申請 し ます 。 
添付 書類 : 投資 法人 規約 
: 不動 産 売買 契約 書 ( 写 ) 等 (当該 不動 産 の 所 有 権 の 取得 日 を 確認 で きる も の ) 
: 不動 産 の 登記 事項 証明 書 (写し を 添付 する 場合 は 、 原 本 を 提示 する こと 。 た だ し 、 登 
記 情 報 提供 ビス を 利用 し て 得 ら れ た 「 照 会 番号 」 を 添付 し た 場合 に は 、 交 記事 項 
証明 書 の 添付 を 省略 する こと が で きる 。) 
: 資金 の 借入 れ が ある 場合 は 、 借 入 先 の 残高 を 証する 書 
: 資産 運用 者 直近 期 ) 
け 則 第 7 条 第 7 項 第 4 号 品 に 該当 する 場合 は 、 直 近 期 の 運用 報告 
i 格 の 状況 (別紙 様式 V!\ 一 12 に より 作成 の 






























































































































































































































































































































































る こと 。) 


明 









































1. 本 件 に つい て は 、 申 請 者 が 地方 税法 施行 令 附 則 (以下 「 令 附則 」 と いう 。) 第 7 条 第 7 项 第 1 
号 及 从 第 3 号 に 掲げ る 要件 を 満た す も の を 取得 し た こと に よる も の で ある 。 
































2. 当該 不動 産 の 取得 に つい て 、 令 附則 第 7 条 第 7 項 第 4 号 に 規定 する 特定 不 重 
の と お り で あり 、 同 号 の 要件 を 満た す も の で ある 。 

1) 同 号 イ に 該当 する 割合 100 分 の 

(2) 同 号 ロ に 該当 する 割合 100 分 の 

当該 不動 産 取得 前 の 割合 100 分 の 















































本 
本 


























以上 の と お り 証 明 す る 。 














OO 財務 ( 支 ) 局長 OO OO 用 








(別紙 ) 



























































































































































示 内 容 に つい て は 、 い ずれ も 登記 記録 に 記録 され て いる 事項 











( 别 级 样式 区 一 1 ) 











勧誘 等 に 関し て 出資 者 に 対し 虚偽 の こと を 告げ る 行為 を 行っ て いる 者 





〇 〇 株 式 会 社 
代表 取締 役 社 ] 


























と 


日 本 産業 規格 A 4 ) 























OO 財務 ( 支 ) 局 长 

















金融 商品 取引 法 の 一 部 を 改正 する 法律 (平成 27 年 法律 第 32 号 ) に よる 改正 前 の 金融 商品 取引 法 第 























63 条 第 4 項 の 規定 に より 、 適 格 機関 投資 家 等 特例 業務 届出 者 が 適格 機関 投資 家 等 特例 業務 を 行う 場 









































合 に お いて は 、 そ の 勧誘 等 に 関し 、 顧 客 に 対し 虚偽 の こと を 告げ る 行為 は 禁止 され て いま す 
今般 、 当 局 が 調査 し まし た と ころ 、 貴 社 の 行為 は 勧誘 等 に 関し 虚偽 の こと を 告げ る 行為 に 該当 3 
る と 認め られ ます の で 、 直 ち に 当該 行為 を 取り 止め る よう 警告 し ます 。 






































つき まし て は 、 貴 社 に お ける 是正 措 j 

















予定 を 〇 〇 〇 年 〇 月 〇 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願 いま す 



































な お 、 期 限 ま で に 回 答 が な され な い 場 合 又 は 当局 の 警告 に 応じ し られ な い 場 合 は 、 し か る べき 措置 








を と る こと と し ます の で 、 念 の た め 申 



























































し 添え ます 。 












































注 ) 金 商法 第 39 条 第 1 項 又は 第 2 項 各 号 に 掲げ る 行為 を 行っ て いる 者 等 に 対す る 
の 様式 に 準じ て 作成 する こと 。 
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Te 


日 本 産業 規格 A 4 ) 





(別紙 様式 区 一 2 ) 














投資 者 保護 上 問題 が ある 行為 を 行っ て いる 者 に 対す る 警 





OO 株 式 会 社 
代表 取締 役 社 3 











OO 财务 ( 支 ) 局 长 








適格 機関 投資 家 等 特例 業務 届出 者 が 適格 機関 投資 家 等 特例 業務 を 行う 場合 に お いて は 、 投 資 者 保 
護 に 凍る 
を ろ 、 貴 社 に お いて は 、(※) 〇 〇 OO 〇 の 行為 を 行っ て いる と 認め ら 
0 反り 止め る よう 警告 し ます 。 
上 に E 正 措置 予定 を OOO 年 〇 月 〇 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願い ます 。 
ON 
し 添え ます 。 



















































































































































































に 流用 し て いる 」 等 、 投 資 者 保護 上 問題 と な る 行為 を 具体 的 に 記 























